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京都府環境基本計画の進捗状況について 

（修正対応） 

■委員からいただいた主なご意見と修正内容 

① 専門用語、カタカナ用語が多く使われているが、一般の方にもわかりやすくす

べき。（グリーンインフラ、スマートシティ、サプライチェーン、ゼロエミッシ

ョン等） 

 （修正内容①）※緑色着色部分 

分かりにくい専門用語やカタカナ用語については、本文に説明を挿入もしく

は用語集へ掲載。（用語集に記載する用語については、語尾に＊） 

 

 

② 数値により評価しているものも見られるが、数値がどう評価につながったのか

補足する説明がないと検証が難しい。目標値と達成度などを追加するとより進

捗状況が理解しやすくなると考える。 

 （修正内容②）※黄色着色部分 

   事業の目標値（目標年度）や前年度実績等、実施状況を「○又は△」と評価し

た理由がわかるデータ等を追記。 

 

 

③ 第５章②「環境と調和のとれた強くしなやかな社会の実現」の評価欄に記載し

ている今後の課題について、境界の確定が必要な理由についての説明が必要。 

（修正内容③）※水色着色部分 

  森林所有者の世代交代等で不明となった境界の確定が必要である旨を追記 

 

 

④ 実施状況評価の欄に〇が沢山ついていることに違和感がある。府民意識や指標

に対する進捗状況との乖離がある。 

【修正内容④】※紫色着色部分  

「検証結果の総括」において、より大きな目標の達成に向けての課題感を持っ

た総括を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２

１   
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（修正内容） 
 
第５章①グリーンな地域経済システムの構築 

■ 各項目の取組事例（2024年度まで） 

項目 
実施

状況 

実施状況評価の理由 

新（修正後） 旧（部会資料） 

①環境ビジネス

の拡大・環境配慮

の主流化 

 

 

○ 

(○) 

✓ サプライチェーン（原料調達・

製造・物流・販売・廃棄等、一

連の流れ全体）の脱炭素化に取

り組もうとする京都府内企業

に対して、SBT＊等の国際的に

認知された認証等に整合した

排出量削減目標や再生可能エ

ネルギーの導入計画の策定支

援等の事業を行うとともに、他

のサプライヤー（主に企業活動

をするにあたり必要な資材や

商品、サービスなどを供給する

企業）・企業グループ等への横

展開を図るため、サプライチェ

ーンにおける脱炭素化事例集

を作成するなど、環境負荷の低

減と経済の好循環に向けた取

組を推進。 

✓ 本取組により、中小事業者が

SBT 等目標に沿った取組を展開

するなど、実施状況は良好。 

 

✓ サプライチェーンの脱炭素化

に取り組もうとする京都府内

企業に対して、SBT 等の国際的

に認知された認証等に整合し

た排出量削減目標や再生可能

エネルギーの導入計画の策定

支援等の事業を行うとともに、

他のサプライヤー・企業グル

ープ等への横展開を図るため、

サプライチェーンにおける脱

炭素化事例集を作成するなど、

環境負荷の低減と経済の好循

環に向けた取組を推進。 

✓ 本取組により、中小事業者が

SBT 等目標に沿った取組を展

開するなど、実施状況は良好。 

②気候変動影響

への適応ビジネ

スやサービス等

の創出・促進 

 

 

○ 

(○) 

✓ 京都気候変動適応センターに

おいて気候変動影響に関する

情報収集・発信及び将来予測を

実施し、府民や企業等による適

応に関する取組を促進。 

✓ 熱中症を予防するため、府内コ

ンビニ等におけるポスター等

の掲出及びスマートフォンア

プリにおけるバナー広告の表

示などにより、多くの府民へ啓

発を行うなど、実施状況は良

好。  

 

✓ 京都気候変動適応センターに

おいて気候変動影響に関する

情報収集・発信及び将来予測を

実施し、府民や企業等による適

応に関する取組を促進。 

✓ 熱中症を予防するため、府内コ

ンビニ等におけるポスター等

の掲出及びスマートフォンア

プリにおけるバナー広告の表

示などにより、多くの府民へ啓

発を行うなど、実施状況は良

好。 

③ＳＤＧｓ経営・

ＥＳＧ投資の促

進 

 

 

○ 

(○) 

✓ 府内地域金融機関や経済団体

等とともに設立した「地域脱炭

素・京都コンソーシアム」にお

いて、地域金融機関等とともに

府内企業の脱炭素化を支援す

る金利優遇スキームである「京

都ゼロカーボン・フレームワー

ク」を構築することで、地域金

融機関のネットワークを活用

し融資先企業の脱炭素化を促

進。 

✓ 府内地域金融機関や経済団体

等とともに設立した「地域脱炭

素・京都コンソーシアム」にお

いて、地域金融機関等とともに

府内企業の脱炭素化を支援す

る金利優遇スキームである「京

都ゼロカーボン・フレームワー

ク」を構築することで、地域金

融機関のネットワークを活用

し融資先企業の脱炭素化を促

進。 
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✓ 中小企業だけでなく、中小企業

の脱炭素化を支援する金融機

関行員の人材育成を実施。 

✓ 「京都ゼロカーボン・フレーム

ワーク」を利用しての融資件数

は累計で 130 社を超え、着実に

利用が拡大しており、実施状況

は良好。 

✓ 中小企業だけでなく、中小企業

の脱炭素化を支援する金融機

関行員の人材育成を実施。 

✓ 「京都ゼロカーボン・フレーム

ワーク」を利用しての融資件数

は累計で 130 社を超え、着実に

利用が拡大しており、実施状況

は良好。 

④環境負荷を低

減した農林水産

業の推進 

 

 

○ 

(○) 

✓ 府内産木材を使用した民間建

築物の木造化や木質化を支援、

多くの府民が利用する住宅以

外の民間施設等への府内産木

材を利用した木製品の導入を

支援。 

✓ 2024 年度支援実績は、建物型

132 件 1,963 ㎥（2023 年度

175 件 1,910 ㎥）、木製品導入

支援型 45 件（2023 年度 42 件） 

✓ 環境保全型農業直接支払交付

金により、化学肥料と化学合成

農薬の削減に加え、地球温暖化

防止や生物多様性保全に効果

の高い営農活動を行う農業者

支援を実施するなど、環境にや

さしい循環型の農林水産業を

促進。 

✓ 交付実績は、2024 年度は 78件

（757ha、うち有機農業 174ha）

で、前年度 73 件（653ha、うち

有機農業 148ha）に比べて取組

面積が増加しており、進捗状況

は良好。 

✓ 府内産木材を使用した民間建

築物の木造化や木質化を支

援、多くの府民が利用する住

宅以外の民間施設等への府内

産木材を利用した木製品の導

入を支援。 

✓ 環境保全型農業直接支払交付

金により、化学肥料と化学合

成農薬の削減に加え、地球温

暖化防止や生物多様性保全に

効果の高い営農活動を行う農

業者支援を実施するなど、環

境にやさしい循環型の農林水

産業を促進。 

✓ 交付実績は、2024 年度は 78 件

（757ha、うち有機農業 174ha）

で、前年度 73 件（653ha、うち

有機農業 148ha）に比べて取組

面積が増加しており、進捗状

況は良好。 

 

 

【評価】 

グリーンな地域経済システムの構築に向けた取組については、前述の各項目の実施状況のとおり、概

ね良好。一方で、今後の課題として以下の点が挙げられる。  

・ 既存制度を活用した自治体の第三者評価による全国初の仕組みである京都府独自のサステナ

ブル・リンク・ローン（SLL）＊など、府内金融機関等と連携した支援は民間企業の独自取組

にまで広がっているが、取組を実施しているのは府内の９割以上を占める中小企業のなかでわ

ずかであり、また、SLLを利用している企業においても排出量削減が進んでいない企業もある

ことから、中小企業の環境に配慮した企業経営を促進するにはさらなる取組が必要。 
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第５章②環境と調和のとれた強くしなやかな社会の実現 

■ 各項目の取組事例（2024年度まで） 

項目 
実施

状況 

実施状況評価の理由 

新（修正後） 旧（部会資料） 

①京都府の地域

特性に応じた気

候変動適応策の

推進 

 

 

○ 

(○) 

✓ 京都気候変動適応センターに

おいて、農業や暑熱における気

候変動による影響など、収集し

た情報等の発信を実施してお

り、農林水産業等の各分野にお

ける適応策への活用を推進す

るなど、実施状況は良好。 

 

✓ 京都気候変動適応センターに

おいて、農業や暑熱における気

候変動による影響など、収集し

た情報等の発信を実施してお

り、農林水産業等の各分野にお

ける適応策への活用を推進す

るなど、実施状況は良好。 

②グリーンイン

フラ＊を活用し

た災害に強い地

域社会の形成 

 

 

△ 

(○) 

✓ 保安林等において森林の有す

る多面的機能を最大限に発揮

させるため、2024 年までの４年

間で治山事業による施設整備

73 箇所、森林整備 98.5ha を実

施。 

✓ 間伐等の森林整備を行うこと

で、適切に管理され循環利用さ

れる森林を拡充し、森林の防災

力等を維持する取組を推進。 

✓ 2024 年度までの４年間で、間伐

は 7,453ha、主伐・再造林一貫

作業は 25.3ha 実施するなど、

森林資源の循環利用と、森林の

持つ災害防止機能の維持向上

を進めているが、間伐の目標値

である 4,000ha/年（４年間で

16,000ha）が未達成。 

 

✓ 保安林等において森林の有す

る多面的機能を最大限に発揮

させるための施設整備や森林

整備を実施。 

✓ 間伐等の森林整備を行うこと

で、適切に管理され循環利用さ

れる森林を拡充し、森林の防災

力等を維持する取組を推進。 

✓ 2024 年度までの４年間で、間

伐は 7,453ha、主伐・再造林一

貫作業は 25.3ha 実施するな

ど、森林資源の循環利用と、森

林の持つ災害防止機能の維持

向上を進めているが、計画量

に達していないため。 

③災害に強い自

立分散型エネル

ギーシステムの

構築 

 

 

○ 

(○) 

✓ 家庭や企業を対象とした建物

屋根への太陽光発電設備等の

導入支援や、カーポートや農地

といった屋根以外への導入支

援と併せて、事業者向け補助事

業の制度設計においては、災害

時の地域への電力供給を要件

とした補助上限引き上げを組

み込み、再エネを活用した災害

時のエネルギー確保を推進。 

✓ 2024 年度の市町村と連携した

家庭向けの太陽光発電設備等

の導入支援件数は 566 件であ

り、毎年度約 500 件の導入支援

を実施するなど、実施状況は良

好。 

 

✓ 家庭や企業を対象とした建物

屋根への太陽光発電設備等の

導入支援や、カーポートや農地

といった屋根以外への導入支

援と併せて、事業者向け補助事

業の制度設計においては、災害

時の地域への電力供給を要件

とした補助上限引き上げを組

み込み、再エネを活用した災害

時のエネルギー確保を推進。 

✓ 2024 年度の市町村と連携した

家庭向けの太陽光発電設備等

の導入支援件数は 566 件であ

り、毎年度約 500 件の導入支援

を実施するなど、実施状況は良

好。 

④災害時の廃棄

物処理に備えた

府域のレジリエ

ンス強化 

○ 

(○) 

✓ 市町村における各地域の実情

に応じた災害廃棄物処理計画

の策定を支援し、地域における

被災対応能力の向上を推進。 

 

✓ 市町村における各地域の実情

に応じた災害廃棄物処理計画

の策定を支援し、地域における

被災対応能力の向上を推進。 
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✓ 市町村災害廃棄物処理計画の

策定状況について、目標値 26

市町村（2030 年度）に対して、

2024 年度末時点で 25 市町村

において策定済みであり、実施

状況は良好。 

✓ 府内 26 市町村のうち、25 市町

村で災害廃棄物処理計画は策

定済みであり、実施状況は良

好。 

 

【評価】 

環境と調和のとれた強くしなやかな社会の実現に向けた取組については、前述の各項目の実施状況

のとおり、一部未実施があるものの概ね良好。一方で、今後の課題として以下の点が挙げられる。  

・ 新たに環境省地域脱炭素推進交付金事業の交付決定を受けて開始した重点対策加速化事業を

活用した補助制度は、2024年度は申請が低調であったが、2025年度は導入拡大に向け制度の利

便性向上を図り、より一層の地域ごとに自立した分散型エネルギーシステムの導入の推進が必

要。 

・ 今夏は京都で猛暑日と熱帯夜の日数が過去最高を記録するなど、今後さらに緩和策に加えて適

応策としても熱中症対策の重要性が増していくと想定されるため、これまでの取組に加えて、

京都気候変動適応センターが集積した科学的知見の健康分野への展開が必要。 

・ 引き続き、森林整備を促進するため、高性能林業機械やスマート林業による施業の省力化を進

めることに加え、航空レーザーデータの活用により、森林所有者の世代交代等で不明となった

境界の確定を進めていくことが必要。 

 

 

 

 

第５章③地域資源を活用した持続可能で魅力ある地域づくりの推進 

■ 各項目の取組事例（2024年度まで） 

項目 
実施

状況 

実施状況評価の理由 

新（修正後） 旧（部会資料） 

①交流による環

境保全活動と地

域活性化 

 

 

○ 

(○) 

✓ 「農と環境を守る地域協働活

動支援事業」において、地域ぐ

るみでの地域資源の基礎的保

全活動、質的向上活動や、施設

の長寿命化のための活動を支

援。 

✓ 2024 年度の取組 面積は、

15,733ha で、毎年度、府内農用

地区域面積の７割となる約

16,000ha で保全活動等に取組

んでいるところであり、農業・

農村の持つ多面的機能の維持・

発揮や、地域コミュニティの活

性化を図るなど、実施状況は良

好。 

✓ 「農と環境を守る地域協働活

動支援事業」において、地域ぐ

るみでの地域資源の基礎的保

全活動、質的向上活動や、施設

の長寿命化のための活動を支

援。 

✓ 2024年度は 15,733haで保全活

動等に取組み、農業・農村の持

つ多面的機能の維持・発揮や、

地域コミュニティの活性化を

図るなど、実施状況は良好。 

②豊かな自然や

資源を育む森の

保全と利活用 

 

 

○ 

(○) 

✓ 国定公園等の休憩施設や公衆

トイレ等の施設整備を行い、利

用を促進し、自然豊かな森と親

しみ共に暮らす場を提供する

など、実施状況は良好。 

✓ 国定公園等の休憩施設や公衆

トイレ等の施設整備を行い、

利用を促進し、自然豊かな森

と親しみ共に暮らす場を提供

するなど、実施状況は良好。 
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③スマートシテ

ィの推進 

 

 

△ 

(△) 

✓ 「京都スマートシティエキス

ポ２０２４」により、スマート

シティ＊に関係する企業展示

などを行い「スマートシティ」

の実現に向けた取組を実施す

るとともに、エネルギーの効率

的利用に向けた水素活用に係

る勉強会を実施したが、VPP＊

を活用したエネルギー需給の

最適化については、検討に向け

た情報収集等の段階であるた

め。 

✓ 「京都スマートシティエキス

ポ２０２４」により、スマート

シティに関係する企業展示な

どを行い「スマートシティ」の

実現に向けた取組を実施する

とともに、エネルギーの効率的

利用に向けた水素活用に係る

勉強会を実施したが、VPP を活

用したエネルギー需給の最適

化については、検討に向けた情

報収集等の段階であるため。 

 

【評価】地域資源を活用した持続可能で魅力ある地域づくりの推進に向けた取組については、前述

の各項目の実施状況のとおり、一部未実施があるものの概ね良好。一方で、今後の課題として以下の

点が挙げられる。 

・ 地域住民や農林水産業従事者や観光事業者など地域資源を熟知する幅広い主体との連携は、魅

力ある地域づくりに不可欠であり、引き続き多様な主体と協働した地域づくりを推進すること

が必要。 

・ スマートシティ実現に向け、府内全域への展開や次世代エネルギー（水素等）を活用したエネ

ルギー需給の最適化に関する取組を先進的に取り組んでいる民間事業者等とともに推進して

いくことが必要。 

 

 

第５章④健康で質の高い持続可能なライフスタイルへの転換 

■ 各項目の取組事例（2024年度まで） 

項目 
実施

状況 

実施状況評価の理由 

新（修正後） 旧（部会資料） 

①環境負荷低減

と暮らしの質の

向上 

 

 

○ 

(〇) 

✓ 環境負荷低減と暮らしの質の

向上の実現に向け、省エネ性能

の高いエアコン、冷蔵庫を購入

した個人への支援や、一定規模

以上の家電販売事業者に省エ

ネマイスターの選任・届出を義

務付け、エネルギー性能の高い

電気機器などの選択を促進。 

✓ 京都の地域資源を紡ぐサイク

ルルートの形成及び活用によ

る地域の活性化に向けた取組

み等を推進。 

✓ 主に山城地域・丹後地域につい

て自転車通行空間の整備を進

めており、整備目標 800km（目

標年度 2027 年度）に対し 668

㎞（2023 年度末時点）を整備。

また、モデルルートの整備目標

600km（目標年度 2027 年度）に

対し 490 ㎞（2023 年度末時点）

を整備し、自転車を利用する誰

✓ 環境負荷低減と暮らしの質の

向上の実現に向け、省エネ性能

の高いエアコン、冷蔵庫を購入

した個人への支援や、一定規模

以上の家電販売事業者に省エ

ネマイスターの選任・届出を義

務付け、エネルギー性能の高い

電気機器などの選択を促進。 

✓ 京都の地域資源を紡ぐサイク

ルルートの形成及び活用によ

る地域の活性化に向けた取組

み等を推進。自転車通行空間

668㎞及びモデルルート 490㎞

（2023 年度末時点）を整備し、

自転車を利用する誰もが安全・

快適に自転車を利用できる環

境整備を進め、環境負荷の低

減、府民の健康増進等を図るな

ど、実施状況は良好。 
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もが安全・快適に自転車を利用

できる環境整備を進め、環境負

荷の低減、府民の健康増進等を

図るなど、実施状況は良好。 

②低炭素で健康

にやさしい住ま

いの普及 

 

 

○ 

(〇) 

✓ 低炭素で健康にやさしい住ま

いを普及させるため、「住宅脱

炭素化促進事業」により ZEH＊

住宅を新築・購入した個人への

支援策を創設したところ、目標

110 件に対し 76 件の申請があ

るなど、実施状況は良好。 

✓ 低炭素で健康にやさしい住ま

いを普及させるため、「住宅脱

炭素化促進事業」により ZEH 住

宅を新築・購入した個人への支

援策を創設したところ、76 件

の申請があるなど、実施状況は

良好。 

③エシカル消費

の推進 

 

 

○ 

(○) 

✓ 普及・啓発を通して、消費者市

民社会の構築に向けた機運を

醸成するなど、エシカル消費を

推進。 

✓ 京都エシカル消費推進ネット

ワークの協力を得て啓発イベ

ントの開催を継続し、安定した

参加者を得るなど実施状況は

良好。 

✓ 普及・啓発を通して、消費者市

民社会の構築に向けた機運を

醸成するなど、エシカル消費を

推進。 

✓ 京都エシカル消費推進ネット

ワークの協力を得て啓発イベ

ントの開催を継続し、安定した

参加者を得るなど実施状況は

良好。 

 

【評価】 

健康で質の高い持続可能なライフスタイルへの転換に向けた取組については、前述の各項目の実施状

況のとおり、概ね良好。一方で、今後の課題として以下の点が挙げられる。  

・ ZEH 住宅の購入支援など、府民の脱炭素行動変容を促す取組は実施しているが、宅配便の再配達

防止や移動に伴う CO₂排出削減など様々な取組を促進し、さらに多くの府民の意識改革を促すこ

とが必要。 

・ 府民意識調査によると、多くの府民がエコな行動を実践しており、小さなきっかけで行動変容に

つながる可能性があるため、インセンティブの付与など様々な手法を用いて、持続可能なライフ

スタイルへの転換を呼びかけていくことが必要。 

 

 

 

第５章⑤持続可能な社会づくりを支える人づくりの推進 

■ 各項目の取組事例（2024年度まで） 

項目 
実施

状況 

実施状況評価の理由 

新（修正後） 旧（部会資料） 

①次代を担う子

どもたちへの環

境教育 

 

 

○ 

(○) 

✓ NPO 法人等多様な主体と連携

し、丹後海と星の見える丘公園

を拠点とした環境学習等を推

進。 

✓ 2024 年度は、環境教育プログ

ラムを約 400 回実施（うち学校

との連携事業は約 130 回）し、

延べ 6,861 人が参加。 

✓ 「ふるさと・棚田支援事業」に

おいて、次世代を担う子どもや

高校生が、地域内外の人達と、

農業・農村についての体験・学

✓ NPO 法人等多様な主体と連携

し、丹後海と星の見える丘公園

を拠点とした環境学習等を推

進。 

✓ 「ふるさと・棚田支援事業」に

おいて、次世代を担う子どもや

高校生が、地域内外の人達と、

農業・農村についての体験・学

習や、水路・農道などの農業用

施設の保全活動、地域特産品の

試作などを通じて、ふるさとの

農山村に誇りと愛着を高める
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習や、水路・農道などの農業用

施設の保全活動、地域特産品の

試作などを通じて、ふるさとの

農山村に誇りと愛着を高める

ことで、地域との連携を図る取

組を実施。 

✓ 2024年度は、ふるさと発見隊14

回、教育実践パートナーシップ

活動を３回実施（2023 年度は、

ふるさと発見隊 12 回、教育実

践パートナーシップ活動を５

回実施）するなど、実施状況は

良好。 

ことで、地域との連携を図る取

組を実施。2024 年度は、ふる

さと発見隊 14 回、教育実践パ

ートナーシップ活動を３回実

施するなど、実施状況は良好。 

②地域社会にお

ける学びと啓発 

 

 

○ 

(○) 

✓ ごみ拾い活動の促進や学校等

と連携した海岸漂着物の発生

抑制に向けた啓発や環境学習

を実施。 

✓ 2024 年度は、市町村や大学と連

携した、府内小中学校における

海岸漂着物に関する環境学習

などにより、内陸域を含めて合

計 10,075 人への啓発活動等を

行っており、実施状況は良好。 

✓ ごみ拾い活動の促進や学校等

と連携した海岸漂着物の発生

抑制に向けた啓発や環境学習

を実施。 

✓ 2024 年度は、市町村や大学と

連携した、府内小中学校におけ

る海岸漂着物に関する環境学

習など合計 10,075 人への啓発

活動等を行っており、実施状況

は良好。 

③地域づくりの

リーダー・中間支

援組織等を中心

とした協働取組

の推進 

 

 

○ 

(○) 

✓ 地球温暖化防止活動推進セン

ターと連携し、住宅の断熱化、

省エネ家電の普及啓発、環境学

習の実施、省エネ相談所の開設

及びインターネット環境家計

簿の運営等、温暖化防止に係る

普及啓発事業を推進。 

✓ 地球温暖化防止活動推進員や

「京都再エネコンシェルジュ」

等、地域づくりのリーダーとな

る人材の活動支援や育成を行

い、協働の取組を推進。  

✓ 地球温暖化防止活動推進員と

して 271 名委嘱しており、2024

年度の活動回数は延べ 1,552

回、毎年度延べ 1,000 回以上の

活動を地域で行っているなど、

実施状況は良好。 

  

✓ 地球温暖化防止活動推進セン

ターと連携し、住宅の断熱化、

省エネ家電の普及啓発、環境学

習の実施、省エネ相談所の開設

及びインターネット環境家計

簿の運営等、温暖化防止に係る

普及啓発事業を推進。 

✓ 地球温暖化防止活動推進員や

「京都再エネコンシェルジュ」

等、地域づくりのリーダーとな

る人材の活動支援や育成を行

い、協働の取組を推進。  

✓ 地球温暖化防止活動推進員と

して 271 名委嘱しており、活動

回数は延べ 1,552 回の活動を

地域で行っているなど、実施状

況は良好。 

 

【評価】 

持続可能な社会づくりを支える人づくりの推進に向けた取組については、前述の各項目の実施状況の

とおり、概ね良好。一方で、今後の課題として以下の点が挙げられる。 

・ 府民意識調査の結果によると、地域において、子どもたちの自然体験機会の場が整っていると実

感する府民は約４割と低調であり、子どもたちの体験意欲や知的好奇心を満足させる体験型の環

境学習プログラムを拡充し、自然や生物多様性を大切にする気持ちや地域への愛着を育むことが

できる場を提供していくことが必要。 

・ 地域の推進員やボランティア、団体、企業などの連携・協働支援を強化し、2050 年の温室効果ガ

ス実質ゼロ達成に向けより多くの主体へアプローチできるよう、活動を活性化させることが必要。 
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第６章①持続可能な脱炭素社会に向けた取組の加速化 

■ 各項目の取組事例（2024年度まで） 

項目 
実施

状況 

実施状況評価の理由 

新（修正後） 旧（部会資料） 

①省エネ取組等

の加速化 

 

 

○ 

(○) 

✓ 省エネ性能の高いエアコン、冷

蔵庫を購入した個人へ支援を

行う「京都省エネ家電購入キャ

ンペーン」の実施、サプライチ

ェーンで脱炭素化に取り組む

中小企業の省エネ機器更新に

対する助成等、府民や事業者の

省エネの取組等を促進。 

✓ 「京都省エネ家電購入キャン

ペーン」を利用して省エネ家電

を導入した家庭は目標 23,000

件に対し約 15,000 世帯を超え

る利用があったことや、夏や冬

のエネルギー消費量が多い時

期に合わせて省エネを呼び掛

ける広報を実施したことで、購

入された府民だけでなく、多く

の府民の脱炭素行動変容に繋

がるきっかけとなるなど、実施

状況は良好。 

 

✓ 省エネ性能の高いエアコン、冷

蔵庫を購入した個人へ支援を

行う「京都省エネ家電購入キャ

ンペーン」の実施、サプライチ

ェーンで脱炭素化に取り組む

中小企業の省エネ機器更新に

対する助成等、府民や事業者の

省エネの取組等を促進。 

✓ 「京都省エネ家電購入キャン

ペーン」を利用して省エネ家電

を導入した家庭は約 15,000 世

帯を超える利用があったこと

や、夏や冬のエネルギー消費量

が多い時期に合わせて省エネ

を呼び掛ける広報を実施した

ことで、購入された府民だけで

なく、多くの府民の脱炭素行動

変容に繋がるきっかけとなる

など、実施状況は良好。 

 

②再エネの主力

電源化に向けた

取組 

 

 

○ 

(○) 

✓ 建物屋根への太陽光発電設備

等の導入だけでなく、カーポー

トや農地といった屋根以外へ

の導入も網羅的に支援し、再エ

ネの主力電源化に向けた取組

を推進。 

✓ 2024 年度の市町村と連携した

家庭向けの太陽光発電設備等

の導入支援件数は 566 件であ

り、毎年度約 500 件の導入支援

を実施するなど、実施状況は良

好。［再掲］ 

 

✓ 建物屋根への太陽光発電設備

等の導入だけでなく、カーポー

トや農地といった屋根以外へ

の導入も網羅的に支援し、再エ

ネの主力電源化に向けた取組

を推進。 

✓ 2024 年度の市町村と連携した

家庭向けの太陽光発電設備等

の導入支援件数は 566 件であ

り、毎年度約 500 件の導入支援

を実施するなど、実施状況は良

好。［再掲］ 

③フロン対策の

推進 

 

 

○ 

(○) 

✓ アドバイザーを派遣しての、使

用時や廃棄時の管理方法等へ

の助言や関係事業者を対象と

した講習会の実施等、漏洩防止

の取組によりフロン対策を推

進。  

✓ 2024 年度のアドバイザーの派

遣件数は 8 件（前年度比 7 件

増）、講習会は 3 回（前年度比

2 件増）開催するなど、フロン

対策を着実に推進しており、実

施状況は良好。 

  

✓ アドバイザーを派遣しての、使

用時や廃棄時の管理方法等へ

の助言や関係事業者を対象と

した講習会の実施等、漏洩防止

の取組によりフロン対策を推

進。  

✓ 2024 年度までのアドバイザー

の派遣件数は 24 件、2020 年度

からは講習会を毎年１～２回

開催するなど、フロン対策を着

実に推進しており、実施状況は

良好。   
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④森林によるＣ

Ｏ２吸収の促進 

 

 

○ 

(○) 

✓ 森林経営管理制度に係る相談

窓口の設置及び企画提案、森林

資源情報の精度向上、市町村職

員研修により、市町村が行う森

林経営管理制度に係る森林の

集約化・森林整備を推進。 

✓ 森林の集約化は 2024 年度に

198ha 進み、前年度の 188haを

上回っており、また森林の整備

は 2024年度に 75haが実施され

前年度の 53ha を上回るなど、

実施状況は良好。 

✓ 森林経営管理制度に係る相談

窓口の設置及び企画提案、森林

資源情報の精度向上、市町村職

員研修により、市町村が行う森

林経営管理制度に係る森林の

集約化・森林整備を推進。 

✓ 2024 年度までで、市町村によ

り 622ha の森林の集約化が進

み 182ha の森林整備が実施さ

れるなど、実施状況は良好。 

 

【評価】 

持続可能な脱炭素社会に向けた取組の加速化を図るための取組については、前述の各項目の実施状況

のとおり、概ね良好。一方で、今後の課題として以下の点が挙げられる。 

・ 温室効果ガスの排出量の削減は進み、2023 年度時点で 2013 年度比で 25.5％削減になったが、順

調な削減状況とは言い難い状況であるため、府民や企業の意識向上、脱炭素行動・取組が必要。 

・ 再エネ利用量割合は、2023 年度は 2022 年度と比較して増加しているが、再エネ利用に伴うコス

ト負担の低下や府民や企業へ意識醸成に向けさらなる取組が必要。 

・ 府民意識調査では、約７割の方が省エネの取組や太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入が

暮らしやすさに繋がると回答しており、ZEH 住宅の購入支援や再エネ導入時の負担軽減策など、

引き続き省エネや再エネ導入を促進する取組の充実が必要。 

 

第６章②ゼロエミッション＊を目指した２R＊優先の循環型社会の促進 

■ 各項目の取組事例（2024年度まで） 

項目 
実施

状況 

実施状況評価の理由 

新（修正後） 旧（部会資料） 

①産業廃棄物の

２Ｒの牽引 

 

 

○ 

(○) 

✓ 産業廃棄物の 3R＊に係る技術

開発から製品の販路開拓まで

の一連の事業を支援する等、産

業廃棄物の 2R に向けた幅広い

取組を推進。 

✓ 2024 年度は、太陽光パネルのリ

サイクル施設整備を支援した

ほか、アドバイザー派遣が例年

並みの 60 件であり、産業廃棄

物の 2R に向けた取組を着実に

実施するなど、実施状況は良

好。 

✓ 産業廃棄物の 3R に係る技術開

発から製品の販路開拓までの

一連の事業を支援する等、産業

廃棄物の 2R に向けた幅広い取

組を推進。 

✓ 2024 年度は支援が 2 件、アド

バイザー派遣が 60 件であり、

産業廃棄物の 2R に向けた取組

を着実に実施するなど、実施状

況は良好。 

②消費者の意識

啓発 

 

 

○ 

(○) 

✓ エシカル消費の普及・啓発を通

した消費者市民社会構築への

気運醸成等、消費者の意識啓発

に係る取組を推進。 

✓ 京都エシカル消費推進ネット

ワークの協力を得て啓発イベ

ントの開催を継続し、安定した

参加者を得るなど実施状況は

良好。［再掲］ 

✓ エシカル消費の普及・啓発を通

した消費者市民社会構築への

気運醸成等、消費者の意識啓発

に係る取組を推進。 

✓ 京都エシカル消費推進ネット

ワークの協力を得て啓発イベ

ントの開催を継続し、安定した

参加者を得るなど実施状況は

良好。［再掲］ 
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③プラスチック

ごみの削減 

 

 

○ 

(○) 

✓ 府民の行動変容等意識向上に

つながるプラスチックごみ削

減モデル事業への支援など、プ

ラスチックごみの削減に向け

た取組を推進。 

✓ 代替プラスチック製品の技術

開発支援事業や廃プラ類排出

状況報告制度の運用等の取組

を推進。 

✓ 2024 年度は、生分解性プラスチ

ックの技術開発を支援したほ

か、廃プラ類排出状況報告制度

による自主的取組促進が目標

160 社に対して 158 社であり、

プラスチックごみの削減に向

けた取組を着実に実施するな

ど、実施状況は良好。 

✓  

✓ 府民の行動変容等意識向上に

つながるプラスチックごみ削

減モデル事業への支援など、プ

ラスチックごみの削減に向け

た取組を推進。 

✓ 代替プラスチック製品の技術

開発支援事業や廃プラ類排出

状況報告制度の運用等の取組

を推進。 

✓ 2024 年度は支援事業が 1 件、

廃プラ類排出状況報告制度に

よる自主的取組促進が 152 社

であり、プラスチックごみの削

減に向けた取組を着実に実施

するなど、実施状況は良好。 

④食品ロスの削

減 

 

 

○ 

(○) 

✓ 民間企業と連携したポスター

やPOP等の広報媒体を通じた啓

発、事業者に対する「食べ残し

ゼロ推進店舗」認定事業、フー

ドドライブの取組等の食品ロ

ス削減に向けた幅広い取組を

推進。 

✓ 2024 年度には企業フードドラ

イブ実施者による実績報告は

前年度６件であったのに対し

７件。また、食品ロス削減月間

（10 月）には、府内 121 箇所

（府への報告数）でフードドラ

イブが実施されるなど、実施状

況は良好。 

 

✓ 民間企業と連携したポスター

や POP 等の広報媒体を通じた

啓発、事業者に対する「食べ残

しゼロ推進店舗」認定事業、フ

ードドライブの取組等の食品

ロス削減に向けた幅広い取組

を推進。 

✓ 2024 年度には新たに企業フー

ドドライブの支援事業を１事

業所に対し実施するととも

に、府内で実施されているフ

ードドライブの情報を集約

し、121 箇所の受付窓口をホー

ムページに掲載し府民に周知

するなど実施状況は良好。 

⑤循環型農業の

推進 

 

 

○ 

(○) 

✓ 堆肥と飼料作物の広域流通支

援により耕畜連携を促進する

ことで循環型農業を推進。 

✓ 2024 年度、堆肥 1,259t、飼料

作物 701t 分（前年度：堆肥

951t、飼料 655t）の利用がある

など、実施状況は良好。 

✓ 堆肥と飼料作物の広域流通支

援により耕畜連携を促進する

ことで循環型農業を推進。 

✓ 2024 年度、堆肥 1,259t、飼料

作物 701t 分の利用があるな

ど、実施状況は良好。 

⑥流域一帯で取

り組む海岸漂着

物対策 

 

 

○ 

(○) 

✓ 市町村･民間団体等と連携した

ごみ拾い、海岸漂着物の回収･

処理･抑制等、海岸漂着物対策

を推進。 

✓ ６市町と連携し海岸漂着物の

回収・処理事業や発生抑制に係

る啓発事業を実施。2024 年度

には 39 海岸の海岸漂着物

282.3 トンを回収・処理するな

ど、実施状況は良好。  

 

✓ 市町村･民間団体等と連携した

ごみ拾い、海岸漂着物の回収･

処理･抑制等、海岸漂着物対策

を推進。 

✓ ６市町と連携し海岸漂着物の

回収・処理事業や発生抑制に係

る啓発事業を実施するなど、実

施状況は良好。 
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【評価】 

ゼロエミッションを目指した２R 優先の循環型社会の促進を図るための取組については、前述の各項

目の実施状況のとおり、概ね良好。一方で、今後の課題として以下の点が挙げられる。 

・ 指標の目標達成のためには、府民一人ひとりの行動変容を促すモデル事業の導入推進や、産業廃

棄物の３R 推進のため、資源循環モデルの構築に向けた技術開発の促進などが重要。 

・ 今後より一層各取組における多様な主体との連携の強化や拡大が重要。 

 

 

 

 

第６章③安心・安全な暮らしを支える生活環境の保全と向上 

■ 各項目の取組事例（2024年度まで） 

項目 
実施

状況 

実施状況評価の理由 

新（修正後） 旧（部会資料） 

①府民の安心・

安全を支える

環境モニタリ

ングの実施 

 

 

○ 

(○) 

✓ 大気、水質等の環境モニタリング

の実施及び結果の公表（速報値の

HP 掲載等）や光化学スモッグ注

意報等発令時の HP 掲載やメール

配信等、府民の安心・安全に資す

る取組を推進。 

✓ 必要に応じて機器整備等を行っ

ており、今年度は液体クロマトグ

ラフ質量分析装置を更新。 

✓ 2022 年度から HP を更新し、モニ

タリング結果の速報値の掲載を

始めており、実施状況は良好。 

 

✓ 大気、水質等の環境モニタリング

の実施及び結果の公表（速報値の

HP 掲載等）や光化学スモッグ注

意報等発令時の HP 掲載やメール

配信等、府民の安心・安全に資す

る取組を推進。 

✓ 必要に応じて機器整備等を行っ

ており、今年度は液体クロマトグ

ラフ質量分析装置を更新。 

✓ 2022 年度から HP を更新し、モニ

タリング結果の速報値の掲載を

始めており、実施状況は良好。 

②環境影響評

価制度の総合

的な取組の展

開 

 

 

○ 

(○) 

✓ 戦略的環境アセスメント＊につ

いて、温暖化対策推進法に基づく

促進区域の設定に関する基準を

策定する等、国の新たな制度への

対応等を速やかに実施し、環境影

響評価制度＊の総合的な取組を

推進。 

✓ 上記のとおり国の新たな制度へ

の対応を速やかに実施しており、

実施状況は良好。 

✓  

✓ 戦略的環境アセスメントについ

て、温暖化対策推進法に基づく促

進区域の設定に関する基準を策

定する等、国の新たな制度への対

応等を速やかに実施し、環境影響

評価制度の総合的な取組を推進。 

✓ 上記のとおり国の新たな制度へ

の対応を速やかに実施しており、

実施状況は良好。 

③環境リスク

の高い有害化

学物質等によ

る環境影響防

止 

 

 

○ 

(○) 

✓ 解体等現場におけるアスベスト

の監視指導員を保健所に配置す

る等、環境リスクの高い有害化学

物質等の適正管理を推進。 

✓ 2024 年度は、解体等現場に年間

439 件立入検査を実施し、アスベ

ストの飛散対策の指導を行って

おり、実施状況は良好。 

 

 

✓ 解体等現場におけるアスベスト

の監視指導員を保健所に配置す

る等、環境リスクの高い有害化学

物質等の適正管理を推進。 

✓ 2024 年度は、解体等現場に年間

439 件立入検査を実施し、アスベ

ストの飛散対策の指導を行って

おり、実施状況は良好。 
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④京都府の地

域特性に応じ

た気候変動適

応策の推進 

 

○ 

(○) 

✓ 桂川右岸地域での豪雨等の浸水

被害の軽減を図る「いろは呑龍

トンネル」について、整備に伴い

順次供用しており、これまでに

延べ約 3000 戸（推計）の浸水被

害を軽減するなど、実施状況は

良好。 

✓ 桂川右岸地域での豪雨等の浸水

被害の軽減を図る「いろは呑龍ト

ンネル」について、整備に伴い順

次供用しており、これまでに延べ

約 3000 戸（推計）の浸水被害を

軽減するなど、実施状況は良好。 

⑤災害に強い

分散型エネル

ギー供給シス

テムの実装 

 

 

 

○ 

(○) 

✓ 家庭・企業を対象にした再エネ設

備等の導入支援の実施と併せて、

事業者向け補助事業の制度設計

においては地域への電力供給を

要件に支援上限の引き上げを組

み込み、災害に強い地域づくりの

実現に向けた取組を推進。 

✓ 2024 年度の市町村と連携した家

庭向けの太陽光発電設備等の導

入支援件数は 566 件であり、毎年

度約 500 件の導入支援を実施す

るなど、実施状況は良好。[再掲] 

  

✓ 家庭・企業を対象にした再エネ設

備等の導入支援の実施と併せて、

事業者向け補助事業の制度設計

においては地域への電力供給を

要件に支援上限の引き上げを組

み込み、災害に強い地域づくりの

実現に向けた取組を推進。 

✓ 2024 年度の市町村と連携した家

庭向けの太陽光発電設備等の導

入支援件数は 566 件であり、毎年

度約 500 件の導入支援を実施す

るなど、実施状況は良好。[再掲] 

⑥災害時の廃

棄物処理体制

の強化 

 

 

○ 

(○) 

✓ 市町村における各地域の実情に

応じた災害廃棄物処理計画の策

定を支援し、地域における被災対

応能力の向上を推進。 

✓ 市町村災害廃棄物処理計画の策

定状況について、目標値 26 市町

村（2030 年度）に対して、2024

年度末時点で 25 市町村において

策定済み[再掲] 

✓ 環境省・近畿府県との情報共有・

広域連携の検討や、府内市町村と

ブロックごとに災害廃棄物処理

に関する意見交換を実施するな

ど、実施状況は良好。 

 

✓ 市町村における各地域の実情に

応じた災害廃棄物処理計画の策

定を支援し、地域における被災対

応能力の向上を推進。 

✓ 府内 26 市町村のうち、25 市町村

で災害廃棄物処理計画は策定済

み[再掲] 

✓ 環境省・近畿府県との情報共有・

広域連携の検討や、府内市町村と

ブロックごとに災害廃棄物処理

に関する意見交換を実施するな

ど、実施状況は良好。 

⑦不法投棄等

の監視指導の

強化等による

未然防止 

 

 

 

○ 

(○) 

✓ 監視指導員による休日を含めた

パトロールや、事案の状況の変化

に応じたきめ細かな立入、未然防

止指導を実施した（不法投棄、土

砂事案の立入回数：10,980 回

（2023 年度：11,868 回） 

✓ また府民からの一元的な通報窓

口を設置、情報収集することで、

早期発見、未然防止の取組を進め

た（不法投棄通報ダイヤル・メー

ルによる情報提供件数：36 件

（2023 年度:21 件）。 

✓ 隣接府県とのネットワークを構

築・活用した府県境での合同路上

検問を実施し、検問車両への適正

処理指導や啓発の取組を進める

（検問車両：81 台（2023 年度：

113 台）など、いずれも実施状況

は良好。 

 

✓ 監視指導員による休日を含めた

パトロールの実施や（不法投棄、

土砂事案の立入回数： 10,980

回）、府民からの一元的な通報窓

口の設置により、早期発見・未然

防止に向けた取組を推進した。 

✓ 関係府県と合同による府県境で

の路上検問を実施し、適正処理を

指導等、ネットワークを構築・活

用した不法投棄の未然防止の取

組を進めるなど、実施状況は良

好。 
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【評価】 

安心・安全な暮らしを支える生活環境の保全と向上を図るための取組については、前述の各項目の実

施状況のとおり、概ね良好。一方で、今後の課題として以下の点が挙げられる。 

・ 引き続き、発生源対策や環境リスク事案への迅速な対応を行うとともに、最新の科学的知見を踏

まえて環境モニタリングを適切に実施し、府内の環境の状況をわかりやすく速やかに情報発信し

ていくことにより、府民の安心・安全な暮らしを支えていくことが必要。 

 

 

 

第６章④自然と生活・文化が共生する地域社会の継承 

■ 各項目の取組事例（2024年度まで） 

項目 
実施

状況 

実施状況評価の理由 

新（修正後） 旧（部会資料） 

①森里川海のつ

ながりの回復に

よる多様な生態

系の保全 

 

 

 

○ 

(○) 

✓ 地域、団体、企業等が行う保全

活動に対する支援など、森里川

海のつながりを回復するため

の取組を推進。 

✓ 自然共生サイトの認定数は計

12 か所（2024、10 か所）とな

り、地域住民等と協働した指定

希少野生生物保全事業を行う

団体に対する支援は毎年度 4

団体に行うなど、保全回復につ

ながる取組の実施状況は良好。 

✓   

✓ 地域、団体、企業等が行う保全

活動に対する支援など、森里川

海のつながりを回復するため

の取組を推進。自然共生サイト

の認定数は計 12 か所（2024、

10 か所）となり、地域住民等

と協働した指定希少野生生物

保全事業を行う団体に対する

支援は毎年度 4 団体に行うな

ど、保全回復につながる取組の

実施状況は良好。 

②人の積極的な

関与による里地・

里山の再生 

 

 

 

○ 

(○) 

✓ 「有害鳥獣総合対策事業」にお

いて、野生鳥獣による農林業等

の被害を防止するため、有害鳥

獣の捕獲や地域ぐるみの防除

対策、生態系の保全を行うな

ど、幅広い取組を総合的に推

進。 

✓ 2024 年度の野生鳥獣被害金額

は 346 百万円（ピーク時（2008

年度 744 百万円）の 1/2 以下）

となるなど、実施状況は良好。 

✓ 「有害鳥獣総合対策事業」にお

いて、野生鳥獣による農林業等

の被害を防止するため、有害鳥

獣の捕獲や地域ぐるみの防除

対策、生態系の保全を行うな

ど、幅広い取組を総合的に推進

するなど、実施状況は良好。 

③豊かな農林水

産資源の保全・利

活用 

 

 

○ 

(○) 

✓ 「京のふるさと暮らし体験推

進事業」において、府内農山漁

村地域での宿泊を伴うサービ

ス提供を促進するため、都市・

農村交流に意欲ある農林漁業

者等を対象に、滞在型農山漁村

体験の受入に必要な施設整備

を支援。 

✓ 2024 年度は２件（2023 年度４

件、2022 年度２件、2021 年度

２件）の整備を実施し、地域の

活性化を図るなど、実施状況は

良好。 

✓ 「京のふるさと暮らし体験推

進事業」において、府内農山漁

村地域での宿泊を伴うサービ

ス提供を促進するため、都市・

農村交流に意欲ある農林漁業

者等を対象に、滞在型農山漁村

体験の受入に必要な施設整備

を支援。 

✓ 2024 年度は２件の整備を実施

し、地域の活性化を図るなど、

実施状況は良好。 
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④生物多様性を

未来に受け継ぐ

ための知見の集

積 

 

 

○ 

(○) 

✓ きょうと生物多様性センター

と連携し、生物多様性情報の収

集やデータベース構築を行う

など、生物多様性保全に向けた

幅広い取組を推進。自然に親し

む場の創出、担い手育成のた

め、若手を対象とした保全研修

会を継続して実施するなど、実

施状況は良好。  

✓ きょうと生物多様性センター

と連携し、生物多様性情報の収

集やデータベース構築を行う

など、生物多様性保全に向けた

幅広い取組を推進。自然に親し

む場の創出、担い手育成のた

め、若手を対象とした保全研修

会を継続して実施するなど、実

施状況は良好。 

⑤外来生物によ

る生態系等への

影響に対する早

期対策  

 

 

○ 

(○) 

✓ 積極的な外来生物防除の実施

や啓発活動など、在来の生態系

への影響抑止に向けた取組を

推進。 

✓ 新たに侵入を確認したクビア

カツヤカミキリの市町村と連

携した防除をはじめ、地域の実

情に応じた防除講習会を開催

するなど、実施状況は良好。  

✓ 積極的な外来生物防除の実施

や啓発活動など、在来の生態系

への影響抑止に向けた取組を

推進。 

✓ 新たに侵入を確認したクビア

カツヤカミキリの市町村と連

携した防除をはじめ、地域の実

情に応じた防除講習会を開催

するなど、実施状況は良好。 

 

【評価】 

自然と生活・文化が共生する地域社会の継承を図るための取組については、前述の各項目の実施状況

のとおり、概ね良好。一方で、今後の課題として以下の点が挙げられる。  

・ きょうと生物多様性センターを核として、生物多様性情報の集積や、団体・大学・企業等をはじ

め多様な主体の連携・協力関係の構築、次代の担い手育成等を推進し、効果的かつ持続可能な生

物多様性保全の取組をより一層推進することが重要。 

・ 企業による自然資本に配慮した持続可能な事業活動の拡大のための支援や、京都ならではの文化

や暮らしの保護・継承を進めるための更なる取組強化が重要。 

 

 

 

【検証結果の総括】 

・ 目標年度の2030年度に向け、多くの取組が良好に実施されているが、温室効果ガス排出量削減率

や再生可能エネルギー電力使用量割合の実績は、目標とはなお開きがあるため、より効果的な取

組を促進する必要がある。 

・ 府民が生活の質の向上を実感できる、省エネ性能の高い家電の購入やZEH（ネットゼロエネルギー

ハウス）住宅の建築等の補助において、エネルギー使用量を把握する環境家計簿登録を要件とす

るなど、府民の環境保全に対する行動変容を誘導する仕組みづくりについても、進展が見られる

ことは評価される。一方で、家庭部門における温室効果ガスの排出削減は、産業部門などに比べ

ると進んでいない状況であることから、府民による自発的な脱炭素行動を促すための情報提供・

支援等を強化していく必要がある。 

・ 教育機関や環境団体、企業等の多様な主体と連携し、参加・体験型の普及啓発イベントや、自然

環境の体験・フィールドワーク、子どもを中心とした環境学習等、子どもたちの学びの段階に応

じた環境教育を推進するなど、人材育成につながる施策を積極的に展開する必要がある。 

・ 地球温暖化対策をはじめ、生物多様性保全や資源循環、気候変動への適応等、幅広い環境課題に

対応するため、市町村・府民・企業・団体等の多様な主体との相互連携を強化することで、実効

性の高い取組を推進し、地域特性に応じた施策を展開する必要がある。 

・ 環境基本計画の中で、府の環境政策の進捗状況を定性的な要素も含めてできる限り見える化しつ

つ、府民が環境や暮らしの質の向上を実感できるよう、取組を一層推進する必要がある。 
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（用語集に記載するもの） 
 
・SBT：Science Based Targets の略称。温室効果ガス削減目標の指標の一つで、2015 
年に採択されたパリ協定が求める温室効果ガス削減水準と整合した温室効果ガス
削減目標のこと。 

 

・サステナブル・リンク・ローン（SLL）：借り手が野心的なサステナビリティ・パフ

ォーマンス・ターゲット（SPTｓ）を達成することを奨励するローンのこと。 

 

・グリーンインフラ：社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自

然環境が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくり

を進める取組 

 
・スマートシティ：グローバルな諸課題や都市や地域の抱えるローカルな諸課題の解
決、また新たな価値の創出を目指して、ICT 等の新技術や官民各種のデータを有効
に活用した各種分野におけるマネジメント（計画、整備、管理・運営等）が行われ、
社会、経済、環境の側面から、現在および将来にわたって、人々（住民、企業、訪
問者）により良いサービスや生活の質を提供する都市または地域 

 
・VPP：Virtual Power Plant の略称。需要家側エネルギーリソース、電力系統に直接
接続されている発電設備、蓄電設備の保有者もしくは第三者が、そのエネルギーリ
ソースを制御(需要家側エネルギーリソースからの逆潮流も含む)することで、発電
所と同等の機能を提供すること。 

 
・ZEH：Net Zero Energy House の略称。快適な室内環境を実現しつつ、省エネルギ
ーにより使用するエネルギーを減らし、再生可能エネルギーより使用するエネルギ
ーを創ることで、建物で消費するエネルギーの収支をゼロにする家をいう。 

 
・ゼロエミッション：1994 年に国連大学が提唱した考え方で、ある産業の製造工程
から出る廃棄物を別の産業の原材料として利用することにより、社会全体で廃棄物
の排出をゼロにする資源循環型社会システムの構築を目指すこという。狭義には、
生産活動から出る廃棄物のうち最終処分量をゼロに近づける取組の意味で使われ
ている。 

 
・２R：３R（リデュース、リユース、リサイクル）のうち、リサイクルに比べて優先
順位が高いものの取組が遅れているリデュース、リユースを特に抜き出して「２Ｒ」
としてまとめて呼称しているもの。 

 
・３R：Reduce（リデュース：発生抑制）、Reuse（リユース：再使用）、Recycle（リサイクル：

再生利用）の３つの言葉の頭文字を取ったもので、循環型社会の形成に向けた代表的な取組を
表すもの。 

 
・戦略的環境アセスメント：事業の実施を前提とした段階で行われる従来の環境アセ
スメント制度に対して、より早期の事業計画段階等において環境配慮を組み込むた
めの制度を「戦略的環境アセスメント制度」という。 

 
・環境影響評価制度：土地の形状変更や工作物の新設等といった事業の実施前に、事
業者が事業による環境影響を調査、予測及び評価し、環境保全対策を検討するとと
もに、その過程を公開して住民や自治体から意見を聴くこと等を通じて、環境保全
上より望ましい配慮が事業者自らにおいてなされることを目的とした制度を「環境
影響評価制度（環境アセスメント制度）」という。 

 
 


